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地盤が液状化すると，液状化層内の過剰間隙水圧の上昇とともに，せん断強度やせん断弾性係数を消失

し，その後，過剰間隙水圧の消散と供にせん断強度やせん断弾性係数が回復する．このような地盤性状の

回復過程において，せん断強度やせん断弾性係数は地震前の状態に戻るか，地盤の密実化が生じ地震前よ

りも増加するものと考えられる．しかし，既往の地震被害や幾つかの地盤調査や実験結果から，液状化後

の地盤性状の回復は，必ずしも過剰間隙水圧消散過程のみで生じていないことがわかっている．本論文で

は，既往の地盤調査に基づき，時系列による液状化地盤の性状変化を調べた．その結果，液状化地盤の性

状は，過剰間隙水圧消散と必ずしも同期せず，長期的回復傾向の下，地震前の状態に戻ることがわかった． 
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1. はじめに 

 

液状化による地盤の強度，剛性，物性値の変化，ある

いは地盤変状の経時変化を把握することは，液状化地盤

上に建設された土木施設において，被災後復旧計画や供

用再開を図る上で非常に重要である．図-1 に示すよう

に，一般的に液状化が発生すると，過剰間隙水圧の発生

により地盤の強度や剛性が消失し，その後，過剰間隙水

圧の消散とともに地盤性状は回復すると考えられる 1)．

既往の研究では，液状化後の地盤挙動について，過剰間

隙水圧に伴う体積収縮特性や沈下挙動に関する室内実験

に基づく研究 2)や，あるいは数値解析による残留変形予

測 3)等の研究が多く行われ，実務に取り入れられている． 

しかし，幾つかの既往の研究 4), 5)において，必ずしも

過剰間隙水圧の消散と地盤剛性や沈下が同期せずに，過

剰間隙水圧消散後，しばらくしてから，密実化やせん断

剛性の回復が生じてくることが報告されている．しかし，

これらの長期的な変化が，どのような時期にどの程度生

じるかといった視点から，体系的にまとめられている調

査結果が少ないのが現状である． 

以上の背景から，本報では過去の被害地震において，

同一サイトで実施された液状化前後の地盤調査データを

収集し，液状化発生後，過剰間隙水圧消散過程から数か

月後に至るまでの地盤剛性の回復と地盤沈下における長

期的な地盤性状の回復傾向の把握を試みた． 

2. 既往の研究 

 

地震後あるいは液状化後の地盤性状の変化に関する地

盤調査や室内実験ついて，以下にまとめる． 

 

(1) 液状化後の調査の関する研究 

液状化被害の前後に地盤調査を行い，その変化に関す

るデータが取得されている事例として，1995年兵庫県南

部地震の際のポートアイランドにおける鉛直アレイ観測

サイトの調査結果 6)ある．しかし，被災後から約 5 ヶ月

後の調査であり．その過程については不明である． 

2000年に発生した鳥取県西部地震では，竹内工業団地

で大規模なシルトの液状化が確認された．このサイトに

おいて，スウェーデンサウンディングによる調査が行わ

れ，震災前と比較された実績がある 7)． 

2011年東北地方太平洋沖地震における浦安市の宅地地

盤におけるスウェーデン式サウンディング試験の実施事

例 8)，2007 年に北海道石狩湾新港で実施された人工液状

化実験におけるサウンディング調査 9)および 2016年熊本

地震における軽量動的コーン貫入試験による液状化後の

追跡調査事例 10)がある．浦安市の調査事例では，地震前

の調査結果に対し，地震から約 1ヶ月後および半年後に

試験を実施し，液状化が収まった後の地盤性状の長期的

回復傾向を捉えている．また，人工液状化実験では，制

御発破により地盤を強制的に液状化させ，発破による液



 

 

状化までの過程，過剰間隙水圧消散および消散後 2年間

の地盤性状の変化を詳しく調べている．熊本地震後の継

続調査において，地震後 1ヶ月程度は液状化層の動的コ

ーン貫入抵抗が低く地盤全体としても液状化指数が大き

い状態にあり，地震前に比べからも液状化の可能性が高

いままであること，その後，徐々に数ヶ月から 1年程度

かけて，液状化層の動的コーン勧誘抵抗が地震前の状態

に戻ることが報告されている． 

 

(2) 実験的検討 

上記の現場での地盤調査に対し，過剰間隙水圧消散過

程における液状化地盤の挙動を対象とした，幾つかの室

内試験や解析検討がなされている．規矩らによるカラム

実験 4)や楠ら 5)により室内土槽実験が行われ，液状化発

生後，過剰間隙水圧消散過程から数か月後に至るまでの

地盤剛性の回復と地盤沈下における長期的な地盤性状変

化が調べられている．過剰間隙水圧消散後，液状化層内

浅部では貫入抵抗とせん断剛性が液状化前より減少した

ままであり，深部では増減は認められないが，これらの

回復・増加傾向に長期的な時間を要することが報告され

ている． 

  

3. 液状化前後における地盤調査結果 

 

本研究で収集あるいは実施した液状化前後の調査デー

タを有る調査地点を図-2 に示す．以下に各サイトの調

査結果についてまとめる． 

 

(1) 1995年兵庫県南部地震 

1995年兵庫県南部地震の際のポートアイランドにおけ

る鉛直アレイ観測サイトにおける液状化前後の調査結果
6)を読み取り，再整理した結果を図-3 に示す．当該サイ

トの地盤材料は主に埋め立てられたマサ土からなる．そ

の粒度特性は表-1 に示すとおりであり，不撹乱試料の

液状化強度 Rlは，0.180-0.280 であった．同図は，被災後

から約 5ヶ月後の調査であり，その過程については不明

           
図-1 液状化時における地盤挙動の概念図                 図-2 調査個所 

 

                   
 

(a) 鉛直アレー観測サイト                              (b) N-値分布 
図-3 ポートアイランドにおける地盤調査結果 
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であるが，液状化後充分に時間が過ぎた段階，あるいは

過剰間隙水圧が消散した後では，液状化相当層全層に渡

り，N値が増加している様子がわかる． 

 

(2) 2000年鳥取県西部地震 

2000 年 10 月 6 日に発生した鳥取県西部地震では，米

子市・境港市を中心とした中海周辺地域で液状化が確認

された．図-4 に示す竹内工業団地を始めとする埋立地

盤で多数の液状化が確認され，一方，自然堆積地盤と判

断される箇所はごくわずかしか確認されなかった．(a)

に示す竹内工業団地では，地震中に埋立て層で液状化が

生じ，地中から噴出したシルトにより表層が埋め尽くさ

表-1 まさ土（埋立て層）の物理的性質 

 

 

            
(a) 調査位置図                                         (b) 地層断面図 

図-4 竹内工業団地における調査 
 

表-2 竹内工業団地における噴砂の物理的性質 

 

 

       
(a) スウェーデン式サウンディング試験                          (b) N値深度分布 

図-5 竹内工業団地における調査結果 
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れた．(b)は，(a)に示すA-A’の地層断面図であり，表層

からBs-1層，Bs-2層が埋め立て層で，主にシルトで構成

される浚渫土である． 

表-2 に竹内団地における噴砂の特徴を示す．竹内工

業団地の噴砂は，細粒分含有率が約 90％，非塑性(NP)で

あり，再構成供試体の Rlも 0.132 と非常に低かった．ま

た，当時の報告によると，調査地点付近では，噴砂・噴

水が地震の揺れが収まった直後から発生し，半日以上続

いていたとの証言もあり 11)，過剰間隙水圧消散まで，時

間を要したことが理解できる． 

図-4(a)に埋立造成後（地震前）のN値と参考文献 7)か

ら読み取った地震から 1日後，12日後のスウェーデン式

サウンディング結果による換算N値の比較を示す．なお，

換算N値の算出に当たり，スウェーデン式サウンディン

グは，自沈時の荷重 Wswと 1m あたりの半回転数 Nswよ

り，式(1)に示す稲田式 12)で算出している． 

 

SWSW N.W.N 06700020  （砂質土）  (1a) 

SWSW N.W.N 05000030    （粘性土）      (1b)  

 

過剰間隙水圧が消散直後の埋立層は，地震前と同程度

の N 値分布を示しているが，12 日後には，若干，密実

化が生じている様子がわかる．(b)は，埋立造成後の調

査と位置がやや異なるが，地震から 2年後に近くで調査

した N 値の分布からは，全体的に N 値が増加し，特に

GL.-5ｍ付近で顕著になていることがわかる． 

 

(3) 2011年東北地方太平洋沖地震の事例 

2011 年東北地方太平洋沖地震では，大津波以外に液状

化，地盤沈下などにより，東北と関東の広大な範囲で被

害が発生した．関東では東京湾岸部で震度 5 強の揺れを

観測し，特に浦安市では液状化現象によって住宅の被害

が多数発生した．図-6に示す通り，浦安市の約 4 分の 3 

は 1960 年以降造成された埋立地（盛土地）が占めてお

り，埋立の履歴により 3 つの地区に区分される．浦安市

における液状化発生エリアにおいて，震災前，震災一ヵ

月後および震災半年後の地盤性状の変化を把握するため，

佐々木ら 8)によりスウェーデン式サウンディングが実施

されている．図-7 に，実際に液状化が確認された宅地

地盤の 3地点における試験結果を引用する． 

液状化の被害を受けた各地点について，A およびB 地

点の震災前と震災 1 ヶ月後では，GL-3.0m 以浅の表層部

における換算N値の低下が顕著に現れている様子がわか

る．また，その後の震災 1ヶ月後と震災半年後では顕著

な変化は見られず，表層部分は震災前と比べて回転抵抗

が低下したままである．一方，C 地点では，A および B

の傾向と異なり，震災前後で大きな違いは見られなかっ

たことがわかる． 

 

 
図-6 浦安市における調査位置図 
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(a) Point A                  (b) Point B                (c) Point C 

図-7 浦安市におけるスウェーデン式サウンディング結果 14) 
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(4) 2016年熊本地震 

熊本地震では，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に発生し

た前震（Mw=6.2），4 月 16 日 1 時 25 分に発生した本震

（Mw =7.0）により，熊本市南区や益城町において、微

地形区分で氾濫平野、旧河道および自然堤防に相当する

地盤が広範囲で液状化被害が多発した．原ら 13)は熊本市

南区内における液状化被害の実態および地盤特性につい

て報告している．また，図-8 に示すサイトにおいて，

地震後の継続調査を実施した結果が中澤ら 10)によって報

告されている． 

継続調査では軽量簡易動的コーン貫入試験 14)（以下，

PANDA）が行われた．PANDA から得られるコーン先端

抵抗qdは，ハンマーによる打撃でロッドとその先端に接

続したコーンを地盤に打ち込み，そのときの 1打撃毎に

得られることから，空間分解能の高いデータとなる．得

られた qdをN値に変換する式は提案されているが，盛土

や埋土などの締固め地盤の評価に利用されているもので，

自然堆積地盤への適用性については不明である．したが

って，この一連の調査では，同一地点におけるqdとN値

の関係から， qdの 0.6倍を換算N値と設定している． 

No.1および 2の各地点で 4回実施した PANDAによる

qd の深度分布図を図-9(a) および(b)に示す．なお，液状

化が生じた主な地層は，G.L.-1～-5m に堆積する暗灰の

細砂と報告されている 13)．各調査時期において，qdの深

度分布の傾向に変わりは殆ど無いが，両地点とも地震後

の平成 28 年 5 月 5 日に実施した調査結果が全体的に最

も低いqdの分布を示している．その後，回復傾向を示す

が，No.2 については最終の平成 29 年 6 月 9 日の調査で

再び qdが低下している． 

 

(5) 2007年石狩湾新港人工液状化実験 

実際の地震による液状化ではないが，それに準じた事

例として，2007年に北海道石狩湾新港において，制御発

破による人工液状化実験が行われた 1)．その際，発破前

後に実施された標準貫入試験，ミニラムサウンディング

およびスウェーデン式サウンディング試験による結果を

図-10 に示す．ミニラムサウンディングおよびスウェー

デン式サウンディングに関しては，発破 1 時間後から 2

年後にかけて，追跡調査が実施されている．換算N値の

算出の時，式(2)によりミニラムサウンディングにより

得られる Ndmを N値に変換 15)し，また，スウェーデン式

サウンディングは前出の式(1)を用い，換算N値を算出し

た． 

       

dmNN
2

1
             (2) 

 

図-10(a)に示す N 値の深度分布図において，発破から

10日後にかけてのN値の変化を見ると，Fs層において 1

～7，As層では 7～13の N値の増加が認められる．次に，

図-10(b)と(c)のサウンディング調査結果を見ると，MRS

 
図-8 浦安市における調査位置図 

 

 
(a) No.1地点 

 

 
(b) No.2地点 

 

図-9 熊本市西区におけるPANDAによる調査結果 
 



 

 

の結果は，発破 1時間後に GL.-9.0mを除く GL.-3.0～-10. 

0mの N値は，As1層において 0～2，Fs層において-1～0

の増加を示している．一方，ミニラムとスウェーデン式

サウンディングの結果を見ると，発破 1時間後にN値が

若干減少する傾向を示している．発破の実施から発破 1

時間後では，顕著な液状化が続いているためであり，過

剰間隙水圧が完全に消散した発破 1日後以降では，両調

査結果のN値は回復傾向が見られる． 

 

 

4. 液状化後の地盤性状の変化に関する考察 

 

(1) 液状化後のN値の変化 

3 章で示した地盤調査結果について，N 値あるいは換

算N値の変化について，以下にまとめる．  

各サイトにおける地震後の N値の変化を図-11に示す．

図-11を見ると，浦安のデータを除き，地震後に N値が

増加していることがわかる．特に，N 値が 10 を超えて

いる石狩のデータの増加傾向が顕著であり，砂礫である

ポートアイランドでは，N 値の増加傾向が大きく様子が

わかる．一方，浦安市ではN値が減少している．このま

とめでは，地震後の経過時間は考慮してない状態ではあ

るが，全体傾向としては，N 値が大きい程，液状化後の

増加も大きい傾向にある． 

図-12に地震後の N値の時系列変化を示す．(a)では地

震前の初期のN値の範囲が大きいことから，その変化に

関する理解が困難であるが，(b)におけるN値増分を見る

と，初期N値，地盤材料，地震の規模や液状化の程度は

それぞれ違うが，全体傾向としては，地震後，一次的に

Ｎ値が変化しないかあるいは低下し，その後，時間をか

けて回復に転じ，結果的に増加していく様相を示してい

る．地盤材料に着目すると，砂礫が最もN値の増加が大

きく，細砂のN値は一旦低下するが，液状化が十分に収

まっている数日後から増加に転じるようである． 

 

(2) 液状化指数による評価 

今回の各調査結果を用い，換算N値による液状化判定

を行い，液状化層全体の液状化ポテンシャルの評価と液

状化後の比較による地盤性状の回復について考察した．

液状化判定は，表-3に示す条件により道路橋示方書16)を

用い，液状化ポテンシャルを簡易的に評価することが可

能な液状化指数PLを算出し，時系列にまとめ図-14に示

す．なお、PLによる液状化判定として， 0～5で「小さ

い」，5～15で「大きい」，また，15以上で「極めて高

い」と評価される． 

発破実験では，PL値は発破後10～20日にかけて5～10

程度減少し，液状化の可能性が「極めて高い」から「高

 
◇：Excess pore water pressure observation

(a) N値                             (b) スウェーデンサウンディング試験                       (c) ミニラムサウンディング試験 
図-10 異なる調査手法間における結果の比較 
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図-11 液状化後におけるN値増分 



 

 

い」に評価が改善され，その後も徐々にPLが減少してい

る様子が分かる． 

一方，熊本地震では，地震前のPLが17.6に対し，地震

から21，103，282および421日後でそれぞれ，26.7，18.4，

12.3および16.6を示し，特に地震後から１ヶ月にかけて、

発破実験よりも液状化の可能性が高くなり、地震から約

1年後には、地震前のPLに徐々に戻る傾向を示している．

鳥取県西部地震では，地震から10日後に，地震前のPL値

である14.2から6.1に減少し，また，東北地方太平洋沖地

震では地震から三か月後においてであるため，PL値がわ

ずかに増加し液状化の可能性が大きくなっている．この

傾向については，その間の変化について把握する必要が

ある． 

以上より，データが揃っている発破実験と熊本地震を

比較すると，前者は埋立て造成中の地盤で実施されてい

るのに対し，後者は現地盤で調査されており，これらの

堆積年代等の条件の違いによっても地盤性状の変化傾向

が異なるものと推察される．一方，今回のデータだけで

は明確な理由に至らないが，地盤性状の回復は，過剰間

隙水圧消散過程においてのみ生じるのではなく，過剰間

隙水圧消散後のある程度の時間を要し継続していること

が長期観測結果から言えそうである． 

 

5. まとめ 

 

本研究は，過剰間隙水圧消散後における液状化後の地

盤性状の経時変化について，既往の調査結果に基づきま

とめたのもである．一定の傾向を見出すまでには至って

いないが，データの揃っている発破実験と 2016 年熊本

地震によって液状化が確認された場所における検討結果

では，地震後 1ヶ月程度は，液状化層のコーン貫入抵抗

が低く地盤全体としても液状化指数が大きい状態にあり，

地震前に比べからも液状化の可能性が高いままであるこ

と，その後の両者の回復のタイミング等は異なるものの，

徐々に数ヶ月から 1年程度かけて地震前の状態に戻る傾

向にあることが確認された． 
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STUDY ON LONG-TERM RECOVERY TENDENCY OF LIQUEFIED GROUND 
BASED ON VARIOUS GROUND INVESTIGATIONS 

 
Hiroshi NAKAZAWA 

 
Generally it is thought that occurrence of excess pore water pressure in liquefied ground leads to the loss 

of shear strength and shear modulus and dissipation of excess pore water pressure recovers the state of the 
liquefied ground compared with the ground before liquefaction occurred by earthquake. Therefore, it is rare 
to report results of investigation to compare the states of the ground before and after liquefaction 
systematically. In this paper, the change of the liquefied ground properties after earthquake were 
investigated based on the previous ground survey. As a result, it was found that the  liquefied ground 
proterties do not necessarily synchronize with the excess pore water pressure dissipation, but returning to 
the initial state before the earthquake under the long-term recovery trend. 


